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【論文の内容】
法人税法第34条第2項において役員退職給与のうち不相当に高額な部分の金額は損金の額に

算入しない旨が定められている。 

 この役員退職給与については、不相当に高額な部分の金額の有無による損金不算入の取扱い

を巡り、これまで納税者と課税庁との間の争いが絶えず行われ、新聞報道でも泡盛「残波」で

全国区の㈲比嘉酒造の残波事件を取り上げるなど、社会的にも話題性のある事柄となっている。 

 近年では働き方の多様化や海外人材の流入により様々な形で退職金の支給が行われることが

想定されるが、同族企業における事業承継時の役員退職給与の支給額については、これまでの

裁判を踏まえると、より慎重な判断が求められるようになっている。 

 さらに、日本は現在高齢化社会を迎えており、日本企業の99.7％を占める中小企業の経営者

も高齢化の進展から多くの問題を抱えている。 
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 ㈱帝国データバンクから2021年（令和3年）2月5日に公表された全国社長年齢分析によると、

社長の平均年齢は60.1歳であるとされ、調査開始以来初の60歳超となった。 

 また、事業承継に関する企業の意識調査では事業承継を経営上の問題と認識している企業は

3社のうち2社にのぼるとされ、中でも「事業承継を行う上で苦労してきたことは」という問い

に対しては48.3％が「後継者の育成」と回答し高い水準といえる状況である。 

 その一例として、上記意識調査では「後継者を選任して教育を実施してきたが、経営者とし

て納得がいくレベルまで到達させることができず、日々悩んでいる」と回答した現役経営者も

おり、実務上では経営者としての職務の引継ぎには一定期間を要するようになっていることを

うかがわせる。そのため、現役経営者は、後継者には一定期間を掛けて職務権限を移しながら、

自身の職務権限を段階的に少なくしていくことで引継ぎを進めていくことが多いといえる。 

 日本では上記のような経営者の高齢化も踏まえ、今後も事業承継を円滑に進めていく必要が

あり、中小企業庁でも集中実施期間として事業承継5カ年計画を策定する取り組みを行い、税制

面でも事業承継税制等で支援する等、円滑な事業承継に向けた積極的な支援を行っている。 

 一方、多くの企業が事業承継時に役員退職給与の支給を検討することとなるが、いまだ役員

退職給与の支給については支給後における税務調査を契機として納税者と課税庁との間で争い

となる事例が絶えないことから、その適正な役員退職給与額の算定について事業承継の場面で

判断に迷う事例が多く存在するのではないかと考えられる。 

 その中でもこの争いは同族会社である中小企業に偏っており、これは納税者側による退任役

員への勤続期間中の功績の程度の認識が課税庁側の視点における当該退任役員への功績の程度

の認識と相違していることから生じ、かつ、その代替案として使用した比較数値から算定され

た役員退職給与額に相当の乖離がある事が発端となっていると考える。 

また、益金処分的な性格を有する役員退職給与の実態を見据えながらの判断を行わなくては

ならない課税庁側の課税処分の難しさも表している。 

本論文では、不相当に高額の解釈を研究し、その中でも事業承継時において想定される事例

を検討しながら、現行の最終報酬月額という変数が勤続期間中における功績の程度を最もよく

反映する金額であるとする、これまでの裁判例で用いられていた考え方が硬直的な解釈とされ

ているのではないかという視点で研究を進める。 

さらに、益金処分的な性格を有する役員退職給与額に対して、他法令における考え方を参酌

し、同族会社の中小企業でも恣意性が軽減されている場合と、そうでない場合とを比較するこ

とで、不相当に高額な支給を通じた益金処分に一定の制限を掛けながらも、功績の程度を反映

する形での支給が行えないかという検討も行う。 

そして、法人税法第34条第2項に規定する「不相当に高額な部分の金額」のその要件を明確に

することで、上記算定が不相当に高額となるかの判断基準を検討し、納税者、課税庁にとって

適正な解釈がされることで歴史的に長く続く適正な役員退職給与額での争いが減少する一助に

なればと考える。その結果として、事業承継を促進させる手助けになれば幸いである。 

各章の概要は下記の通りである。 

第 1 章では、現状の後継者不足の中での事業承継の観点から、適正な役員退職給与額につい

て不相当に高額かどうかの点での争いが多く、円滑な事業承継を進めるに当たっての課題がど

のようなものかを確認する。 

 第 2 章においては、会社法及び法人税法における役員退職給与の変遷を辿り、報酬の適正性

や現行の役員給与の取扱いを確認し、さらに、役員退職給与の不相当に高額な部分の金額が法

人税法でどのように定められているかを確認する。 

 第 3 章においては、講学上で役員退職給与の不相当に高額の解釈がどのよう行われているか

を確認し、その上で、「不相当に高額」という不確定概念について、他の通達等における取扱い

と比較し、納税者側での算定の限界及び参照するデータから得られる金額の不均一性を確認す

る。 

また、納税者が自主的に適正な役員退職給与額を算定する場合に、その算定方法の選定につ

いての基準の存在の有無を確認する。 

さらに、功績倍率法においても、最終報酬月額が実額ではなく、比較法人の最高額を採用し

た事例や、功績倍率法でなく 1 年当たり平均額法を採用した事例等様々な裁判例があることか

ら、これらの裁判例を通じて検討する。 

第 4章においては、「不相当に高額」の概念を研究し、功績倍率の適正性の観点と最終報酬月

額の適正性の観点から、これまで多く使用されていた功績倍率とは異なる取扱いをした裁判例
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を研究する。 

さらに、不相当に高額という解釈が、他法令ではどのように位置づけられているかを確認し、

本研究の対象となる同族会社とどのような相違があるかを明確にする。 

第 5 章においては第 1 章から第 4 章で進めた研究を基に、問題意識に対してどのようにアプ

ローチするべきか筆者の考えを述べる。 
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以上
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